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第１章 ＩｏＴ時代の新たな地域資源 

 

１．ＩｏＴ時代の新たな地域資源とその可能性 

  地域においては、その地域に固有の活用可能な資源、いわゆる「地域資源」

が存在している。従来、農林水産業物・鉱工業品、生産技術、文化財等が「地

域資源」として広く認識され、その活用が検討・実施されていたが、大容量ネ

ットワークの全国的な普及、スマートフォンに代表される簡易で使いやすい

デバイスの普及や、様々な民間のインターネット上のサービスの登場等、IoT

時代の到来によって地域内外でネットワークを通じた人の絆の構築が可能と

なり、市民の参画による民間活力の利用を通じて、新たな地域資源を活用する

ことが可能となってきた。 

  他方、我が国は、国・地方の財政状況の悪化、地域経済の低迷、人口減少、

高齢化及びこれらに伴う課題が噴出している。 

このような状況において、政府としては、まずは、ネットワークで結ばれた

民間活力を最大限に活かす新たな地域資源である、地域において蓄積してきた

膨大なデータの積極的な活用（地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利

活用）及びインターネットを通じた地域の遊休資産等の活用（シェアリングエ

コノミー）に着目し、その有効活用を図っていくことが必要と考えられる。 

 

 ① オープンデータ・ビッグデータ利活用 

 地方自治体においては、行政サービスを提供していく上で、従前より、住

民情報、医療・介護情報、防災・保安・安全情報、交通情報、都市計画・建

築情報等の広範かつ多様な情報を保有しているが、IoT 時代の到来により、

これらの膨大な情報をデジタルデータで生成・蓄積・分析することが可能と

なった。 

これまで、政府において、これらのデータを民間が編集・加工等しやすい

形でインターネットを通じて公開する「オープンデータ」及びその利活用を

後押しする取組が進められてきたが、上記の IoT 時代の到来等を受け、地方

自治体が保有する様々なデータのオープン化及びその利活用に対する期待
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が飛躍的に高まってきている。 

また、地方自治体自身においても、自らが保有する広範かつ多様なデータ

を「ビッグデータ」として利活用し、例えば、複数の業務分野のデータを組

み合わせて利活用することで、様々な行政課題を分析し、政策の立案、効果

検証を行ったり、新たな行政サービスを提供したりすることが可能となって

きた。  

 

② シェアリングエコノミー 

個人がいつでもどこでもインターネットにアクセスできる環境が整った

ことで、個人等が保有する資産（空間、モノ、カネ等）や能力（スキル、知

識等）について、インターネットを通じて、不特定多数の個人の間で共有（シ

ェア）することができるようになった。こうした遊休資産、余った時間や活

用可能な能力等を効率的かつ効果的に活用するためのマッチングプラット

フォームの登場により、「シェアリングエコノミー」が進展しつつある。 

  

これらオープンデータ・ビッグデータ利活用やシェアリングエコノミーは、

新たなビジネスや雇用の創出、住民サービスの向上など、地域が抱える課題解

決及び地域活性化の手法を低コストで大きく変革する可能性を秘めており、地

域においては、これらの IoT 時代の新たな地域資源を積極的に活用すること

が重要になっている。 

  このため、地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用及びシェアリ

ングエコノミーについて、具体的な推進方策を提示し、政府において積極的に

推進していくことが必要である。 
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図表１－１－１ IoT 時代の新たな地域資源 
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２．新たな地域資源の活用に向けた基本的視点  

オープンデータ・ビッグデータやシェアリングエコノミーといった新たな地

域資源は、いずれも ICT を利活用するという点で利便性や柔軟性、拡張性、創

造性といった特性を有するとともに、この点に起因する留意点も存在する。 

すなわち、ICT により個人と直接つながることが容易になるため、利用者主

体のサービス等の提供が求められること、ICT により個人情報を含む広範かつ

多様なデータを取り扱うため、安全性・信頼性の確保がより重要となること、

そして、ICT はあらゆる分野における社会経済活動の基盤であるため、その利

活用は一の行政機関や一の事業者のみの取組では達成できず、関連する多様な

主体の連携が必要となることなどである。 

以上を踏まえ、地域におけるオープンデータ・ビッグデータやシェアリング

エコノミーの推進に当たっては、次の基本的視点に基づき、政策を展開してい

くことが必要である。 

 

① 利用者主体の地域資源活用 

地域住民に代表されるサービスの利用者一人ひとりのニーズに合わせた

ワン・トゥ・ワンのサービス提供など、きめ細やかな「利用者主体」の地域

資源活用が実現されるよう、地方自治体内の部局間や行政・民間・市民が連

携した「利用者主体」の政策展開を図っていく必要がある。 

併せて、地域資源を活用した行政サービスやシェアリングサービスにおい

て利用者のニーズをフィードバックできるようにするなど、地域住民に代表

されるサービスの利用者が主体的に関わることのできる仕組みを促進する

必要がある。 

 

② 安全性・信頼性の確保 

地域資源の活用は、これまで利用されてこなかったデータや個人等が保有

する資産等を新たな形で利活用するものであるため、地域住民に代表される

サービスの利用者が安心・安全に利用できる環境を整備していく必要がある。 
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このため、個人情報の保護やセキュリティの確保など、データの利活用等

に係る安全性・信頼性を確保するとともに、安全性・信頼性の「見える化」

を図ることにより、利用者の不安を解消していく必要がある。 

  

③ 多様な連携・協働の推進 

地域資源の活用に当たっては、地方自治体、民間企業、NPO 等の多様な主

体が様々な形で連携・協働することにより、新たなサービスやイノベーショ

ンの創出がもたらされる。 

このため、地方自治体内での部局間の連携を含め、地域内外の多様な主体

との連携・協働を推進することによって、地域が自律的に運営できる環境を

整備していくことが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地域資源の活用は、これまで行われてこなかった新たな取組でもある

ため、既存のルールや従来の慣習・枠組みが対応しきれていない場合や、既存

のルールを適用するとした場合でも、どのように運用すべきか、権利調整の具

体的方法などが不明確な場合があり得るため、その普及が進まない可能性があ

る。 

したがって、この 3 つの基本的視点を踏まえた具体的方策を推進するに当

たっては、既存ルールの見直し、新たなルール、運用に当たっての指針の策

定等も視野に入れる必要がある。  

図表１－２－１ 地域資源活用に向けた基本的視点 
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第２章 地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用の推進 

 

地域には、活用可能な膨大なデータが眠っている。 

地方自治体におけるオープンデータの取組については、先進的な自治体も例

外的に存在するが、全体として見れば取組はほとんど進んでいない。人口減少、

少子高齢社会を迎える中で、「一億総活躍社会の実現」、「地方創生」等の政策

課題の解決のため、地方自治体や民間企業、地域住民が一体となってオープン

データの利活用に取り組む必要性、期待は日々高まってきている。 

また、地方自治体内において、各部局で個別に収集・管理するデータを組み

合わせてビッグデータとして利活用することで、地域における行政課題の精緻

な分析、政策の立案・効果検証や新たな行政サービスの実現が大いに期待され

る。 

ここでは、地域経済活性化や地域課題の解決の新たな手法として大きな可能

性を有する、地域におけるオープンデータ・ビッグデータの利活用について、

具体的な推進方策を検討する。 

 

１．地域におけるオープンデータ利活用の現状と課題 

(1) 政府全体におけるオープンデータ推進の取組 

政府、独立行政法人、地方自治体等が保有する公共データについては、国

民共有の財産1であることから、新たな価値を生み出す上で、国民や企業等が

利活用しやすいように機械判読に適した形式で、二次利用可能なルールの下

で公開されていくこと（オープンデータ）が求められており、新事業の創出、

公共サービスの向上や行政の透明性の確保等が期待されている2。 

我が国のオープンデータ政策については、行政の保有する避難所等の情報

（データ）が二次利用できない形で保管されていたり、行政機関ごとにフォ

ーマットが異なるなど、情報の収集や整理に多くの時間が必要となった東日

                                                  
1 使用目的、方法等について国民のコンセンサスを得た上で、セキュリティ、個人情報保護等

に配慮することを条件として利活用することは、国民経済的に合理性を有すると考えられる。 
2「地方公共団体オープンデータ推進ガイドライン」（平成 27 年２月 12 日 内閣官房情報通信技

術（IT）総合戦略室公表）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/）参照。 
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本大震災の教訓や、技術・サービスの変化等を踏まえ、公共データの利活用

促進及び公共データの利活用に関する標準的ルールの整備に取り組む「電子

行政オープンデータ戦略」（平成 24 年 7 月 4 日高度通信ネットワーク社会推

進戦略本部（以下「IT 総合戦略本部」という。）決定）が策定されたのが本

格的なスタートとされている。これ以降、内閣官房情報通信技術（IT）総合

戦略室（以下「IT 総合戦略室」という。）を中心に、政府のデータカタログ

サイト「DATA.GO.JP」の開設（平成 25 年 12 月 20 日試行版、平成 26 年 10

月 1 日本格運用版）を始め、様々な形でオープンデータに関する取組が進め

られてきた。 

平成 28 年 5 月には、課題解決型オープンデータを推進するため、「【オー

プンデータ 2.0】官民一体となったデータ流通の促進～課題解決のためのオ

ープンデータの「実現」～」（平成 28 年 5 月 20 日 IT 総合戦略本部決定）（以

下「オープンデータ 2.0」という。）が策定され、2020 年までを集中取組期

間と定めるとともに、「一億総活躍社会の実現」及び「2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会」が強化分野に設定された。また、「オープ

ンデータ 2.0」においては、「地方への横展開」として、防災等の地域を跨い

だ共通的な分野について、地方自治体のデータ連携やデータ形式の標準化等

も検討しつつ、地方自治体のオープンデータの取組を推進するとともに、政

府 CIO による地方自治体への訪問、「オープンデータ伝道師」の活用等によ

り、地方自治体への普及啓発や利活用に向けた取組を促進することとされて

いる。 
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図表２－１－２ オープンデータ利活用推進に向けた実証（H24～H26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－１－３ オープンデータのための標準化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度には、公共交通オープンデータ協議会等と連携し、札幌市に

おいて、訪日外国人旅行者等に競技情報や公共交通情報等を提供する様々な

データを組み合わせた実証事業（「オープンデータシティ」の構築に向けた

実証）を実施した。  
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図表２－１－４ 「オープンデータシティ」の構築に向けた実証（H27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度には、各地方自治体における道路通行規制データや営業許可

関連データ等のフォーマット・API の共通化・デファクト化を促進するため

の取組、地方自治体が保有する街の魅力向上につながるデータを主要な不動

産情報サイトに掲載することで民間サービスの付加価値向上と自治体のシ

ティープロモーションを同時に実現することを目指す「官民双方にメリット

のあるオープンデータ利活用モデル」の構築、訪日を検討している外国人旅

行者を対象に、各地方自治体等のオープンデータを活用したきめ細かな観光

情報の提供や個人の趣向に応じた周遊計画の作成支援等を行う実証等に取

り組んでいる。 

 

図表２－１－５ 具体的なオープンデータ利活用モデルの構築 
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図表２－１－６ 

オープンデータを活用した訪日外国人への観光情報等の発信モデルの実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) オープンデータ利活用に関する諸外国の取組 

米国、英国などの諸外国においても、オープンデータを利活用したビジネ

スやサービスの開発・提供が進められている。 

 

図表２－１－７ 米国におけるオープンデータ活用事例（不動産情報） 
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図表２－１－９ オープンデータに取り組む地方自治体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）IT 総合戦略本部 第 2回データ流通環境整備検討会（平成 29 年 3月 15 日） 

資料 3「オープンデータワーキンググループにおける検討状況報告」より抜粋 

 

オープンデータの取組が進まない背景として、内閣官房 IT 総合戦略室が

平成 28 年 12 月に全地方自治体を対象に行ったアンケート調査によれば、地

方自治体がオープンデータに取り組むに当たっての課題・問題点として「オ

ープンデータの効果・メリット・ニーズが不明確」、「オープンデータを担当

する人的リソースがない」、「オープンデータにどう取り組んでいいか分から

ない」等が挙げられている。 
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２．地域におけるビッグデータ利活用の現状と新たな潮流 

(1) 地域におけるビッグデータ利活用の現状 

地方自治体では、多くの業務で情報システムの活用が進みつつあり、行政

サービスを提供する過程で、例えば、医療・介護情報、防災・安全情報、都

市計画・建築情報、観光情報、産業情報、住民情報等、広範かつ多様なデー

タが生成・蓄積されてきている。 

この生成・蓄積されたビッグデータを地方自治体が利活用することになれ

ば、地域における行政課題の精緻な分析、政策の企画立案・効果検証や新た

な行政サービスが実現し、地域課題の解決の手法も大きく変わる可能性があ

る。 

具体的には、人口減少や財政状況の悪化など地域を取り巻く環境が厳しさ

を増す中、地域における最大の事業組織体である地方自治体自らが、庁内で

部局・分野横断的にデータを有効活用して地域の実態や住民のニーズに応じ

た行政サービスの提供を実現するとともに、1 つの行政区では解決できない

課題を広域自治体間や官民でのデータの共有・活用を推進することによって、

地域資源の有効活用・相互補完を図り、課題解決につなげていくことが可能

となっている。 

 

  図表２－２－１ 分野別のデータ利活用から横断的なデータ利活用へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）第１回地域資源活用分科会 谷川主査資料に基づき作成 
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しかしながら、地方自治体におけるデータは、従来の業務範囲における

個々の業務での利活用が中心で、後述する海外の事例に見られるようなビッ

グデータ利活用の取組はごく一部にとどまっており、全国的な取組とはなっ

ていない。 

特に、世帯情報や税情報をはじめとする、住民に係る情報を含むデータに

ついては、政策決定や業務効率化、住民サービスの向上等には十分活用され

ていない。この点について、地方自治体に対して実施したアンケート調査に

よると、約 9割の地方自治体が住民に係る情報を含むデータを部局・分野横

断的に有効活用を推進すべきと考えているが、大半の地方自治体では活用に

至っていないという結果となっている。 

 

図表２－２－２ 

地方自治体における住民に係る情報の活用の推進について意向と活用状況 

（出典）一般財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC） 
「地方公共団体会員向けアンケート調査」（平成 28年 8 月） 

 

ビッグデータ利活用が進まない要因として、地方自治体からは、①「どの
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データを活用して、どのような分析を行えば、効果的な活用ができるのかわ

からない」、②「情報セキュリティや個人情報保護を十分に担保したデータ

の運用・管理体制や加工・分析手法がわからない」というデータ利活用に係

る技術面・運用面での課題があげられている。また、③「仮にデータを利活

用したいと考えても、加工・分析手法など必要なスキルを持つ人材が不足し

ている」といったデータ利活用に必要なスキル・人材の不足も課題とされて

いる。 

 

(2) 地域におけるビッグデータ利活用の新たな潮流   

このような状況下、一部の先進的な地方自治体においては、(1)に掲げた

課題を解決し、部局・分野横断的にビッグデータを利活用する新たな取組が

進みつつある。 

 

① データを横断的に収集・共有するための共通プラットフォームの確立と民間サー

ビスの活用 

一部の地方自治体では、庁内の各部署・部局が保有するデータを適正か

つ効率的に収集・共有するための共通プラットフォームを確立し、庁内横

断的なデータ利活用を推進している。また、住民への情報提供の場面で、

民間事業者が提供するクラウド上のサービスプラットフォームを活用す

る地方自治体も登場するなど、地域のデータ利活用における地方自治体と

民間事業者との連携も始まりつつある。 

 

ア 共通プラットフォームの確立 

さいたま市や福岡市では、庁内の各業務システムからデータを収集し、

そのデータを一元管理するための共通基盤システムを構築し、庁内で共

有・活用できるようになっている。 

また、東京大学生産技術研究所では、公開データをもとに、将来の住

民生活環境等の変化を可視化したツールを提供している。 
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３．制度面における環境変化 

地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用を巡っては、制度面等に

おいても大きな環境変化が生じている。すなわち、官民データ活用推進基本法

や改正個人情報保護法の施行等である。 

 

① 官民データ活用推進基本法 

平成 28 年 12 月、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）

が成立し、公布・施行された。  

この法律は、官民データの適正かつ効果的な活用の推進に関し、基本理念

を定め、国等の責務を明らかにし、また、官民データ活用推進基本計画の策

定等について定めるとともに、官民データ活用推進戦略会議を設置すること

により、官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、

もって国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環境の実現に寄

与することを目的としている。 

そして、地方自治体におけるデータ利活用の推進については、都道府県に

対して「都道府県官民データ活用推進基本計画」の策定を義務付けるととも

に、市町村に対して「市町村官民データ活用推進基本計画」の策定の努力義

務を課している。 

これにより、都道府県及び市町村は、制度的にも、地域におけるオープン

データ・ビッグデータ利活用について積極的に推進することが求められるこ

ととなっており、今後、その取組が一層進むことが期待されるところである。 
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こうした状況を踏まえ、内閣官房 IT 総合戦略室を中心に、データ流通の

便益を社会全体と個人に還元するため、「個人情報を含むデータ」「匿名加工

されたデータ」「個人に係らないデータ」の 3 つの流通を全体として活性化

するデータ流通環境整備に向けた取組が進められている。 

これらの取組により、地方自治体においても、住民に係る情報など個人情

報を含むデータの利活用が進むことが期待される。 

 

③ 未来投資会議 

平成 28 年 9 月から開催されている未来投資会議（議長：内閣総理大臣）

において、優先的に取り組むべきアジェンダの一つとして、公的部門のオー

プンデータ化と IT 化が挙げられており、検討が行われている。 

平成 28 年 12 月 19 日に開催された第 3回未来投資会議では、「公的資産の

民間開放（PPP/PFI の普及促進、公共データのオープン化）」について議論が

行われ、安倍内閣総理大臣より以下のとおり発言があった。 

「各省庁や自治体が持つインフラのデータを徹底的に開放し、官民の力を

結集して、新たな有望市場を創出してまいります。（中略） 

先週施行された『官民データ活用推進基本法』の下、安全・安心に、個人

情報に配慮しつつ、オープンデータを強力に推進してまいります。 

IT 総合戦略本部の下、官民の専門家からなる司令塔を設置し、そして民間

ニーズに即して重点分野を定め、2020 年までを集中取組期間として、必要な

施策を断行してまいります。関係大臣は議員から提案された具体的な施策と

年限を踏まえて検討を進め、直ちに施策を具体化していただきたいと思いま

す。」 
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４．地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用に向けた推進方策 

これまで整理してきたとおり、地域におけるオープンデータ・ビッグデータ

の利活用は、新サービス・新ビジネスを創出するとともに、行政サービスの高

度化・新たな行政サービスを実現するものとして、大きな可能性を有している。 

しかし、オープンデータの推進、部局・分野横断的なデータ利活用に向けた

取組や、民間サービスとの連携を行っている地方自治体は、まだ一部にとどま

っている。 

したがって、総務省においては、諸環境の変化や政府全体の取組も踏まえつ

つ、地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用について、具体的な推

進方策を講じることで、地方自治体、民間企業等の取組を加速化し、官民デー

タ活用推進基本法により義務化・努力義務化された都道府県・市町村の官民デ

ータ活用推進の基本計画の策定・運用を積極的に支援すべきである。 

 

(1) 地域におけるオープンデータの利活用に向けた推進方策 

第２章１．（3）で示された課題、要望等を踏まえ、総務省においては、内

閣官房 IT 総合戦略室と連携し、これまで行ってきた以下の①の推進方策の

拡充・強化を図るとともに、新たに以下の②の取組を講じるべきである。 

 

① これまで行ってきた推進方策の拡充・強化 

・ 地方自治体・民間企業におけるオープンデータ利活用の現状等調査・

分析 

・ 実証を通じた官民双方にメリットのある持続的なオープンデータ利活

用モデルの構築（平成 28 年 11 月の G空間情報センター運用開始を踏ま

えた地図・観光データ等の連携モデルや、2020 年に向けた公共交通・競

技データ等の常時提供モデルの構築等） 

・ オープンデータ利活用等において先行する諸外国の先進事例・優良事

例の調査・分析 

・ 現行のオープンデータに関するガイド等について、その「使い勝手」、

「有用性」等の抜本的な検証と必要に応じた改定 



36 
 

・ オープンデータに関するシンポジウム、研修等を通じた地方自治体職

員等の意識醸成 

・ 地域情報化アドバイザーの活用 

 

図表２－４－１ 官民双方にメリットのある持続モデルの構築 

 

② 新たに講じるべき推進方策 

ア データを保有する自治体等とそれを活用する民間との調整・仲介機能の創設 

先に述べたとおり、地方自治体がオープンデータに取り組むに当たっ

て、「オープンデータの効果・メリット・ニーズが不明確」、「オープンデ

ータの利活用が進まない」等が課題として挙げられており、また、デー

タを活用する民間側からは、「具体的なユースケースに基づくシーズ・ニ

ーズのマッチング」や「データ利活用のアイデアを持ち込める相談窓口」

に対する要望が示されている。 

こうした状況を踏まえ、民間企業等から特定の自治体等に対するオー

プンデータ化の要望を受け付け、当該要望を当該自治体等に伝達し、当

該自治体等からオープンデータ化の可否等の検討結果を受け取り、その

結果を要望元の民間企業等に回答するといった調整・仲介機能を総務省

が担うことによって、効率的・効果的なオープンデータの取組を推進す
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る。 

 

図表２－４－２ 自治体等と民間企業等との調整・仲介機能のイメージ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 自治体等職員がデータの加工・公開などを習得できる試験環境（オープンデ

ータ・テストベッド（仮称））の整備 

地方自治体がオープンデータに取り組むに当たっては、ICT の知見や

スキル等を持つ人材が不可欠であるが、自治体からは、「オープンデータ

を担当する人的リソースがない」、「オープンデータにどう取り組んでよ

いか分からない」等の課題が挙げられている。 

このため、ICT の知見・ノウハウが不足している地方自治体等職員を

対象に、オープンデータに必要な技術（データの加工、公開手順等（※））

を習得させるテストベッド環境を新たに整備し、集団研修や遠隔利用に

よる効率的・効果的な人材育成を進め、これにより、各自治体等職員に

よるオープンデータを強力に後押しすべきである。 

※ 内閣官房 IT 総合戦略室が開発・提供しているオープンデータのデ

ータカタログとダッシュボードアプリケーションのパッケージの使

用方法を含む。 
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図表２－４－３ オープンデータを実践できる試験環境 

（オープンデータ・テストベッド（仮称））の整備（イメージ） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、これらの具体的方策を着実に実施し、成果につなげていくためには、

一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構（VLED）、公

共交通オープンデータ協議会等の関係団体や関係府省等と緊密に連携し、取

り組んでいくべきである。 

 

【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

●地方自治体・民間企業におけるオープンデータ利活用の現状等調査・分析 

●実証を通じた官民双方にメリットのある持続的なオープンデータ利活用

モデルの構築 

●諸外国のオープンデータ利活用の先進事例・優良事例の調査・分析 

●現行のオープンデータに関するガイド等の抜本的な検証と必要に応じた

改定 

●オープンデータに関するシンポジウム、研修等を通じた地方自治体職員

等の意識醸成 

●地域情報化アドバイザーの活用 
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★データを保有する自治体等とそれを活用する民間との調整・仲介機能の

創設 

★自治体等職員がデータの加工・公開などを習得できる試験環境（オープン

データ・テストベッド（仮称））の整備 

 

 

(2) 地域におけるビッグデータ利活用に向けた推進方策  

① データ利活用の必要性・効果等の「見える化」 

地域におけるデータ利活用を進めるに当たっては、まずは地方自治体が

その必要性、具体的メリット（効果）、ニーズ等を十分に理解するととも

に、地域住民が住民情報を含むデータの利活用の意義を理解し、その取組

を推進する機運を醸成していく必要がある。 

このため、地域の共通課題である「防災」や「子育て支援」、「U/I ター

ン」などの分野において、地方自治体・住民双方にとってメリットのある

データ利活用の汎用性の高いモデルづくりを進めるとともに、地域の課題

解決・地域活性化に資する地方自治体のデータ活用の優良事例を発掘し、

これらを広く周知・展開する必要がある。 

 

図表２－４－４ 防災・子育て支援におけるデータ利活用モデルの例 
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【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

★地域におけるデータ利活用の汎用性の高いモデルづくりの推進 

※「防災」、「子育て支援」、「U/I ターン」等の分野を想定 

●国内外における優良事例の発掘・周知・展開 

 

② 住民情報を含むデータの利活用に係る運用ルールの明確化 

地方自治体内での部局・分野横断的なデータ利活用や広域自治体間での

データ共有・活用等、地域におけるデータ利活用を進めるためには、デー

タを共有し活用するための運用ルールを明確にすることが必要である。特

に住民情報を含むデータについては、個人情報の利活用に対する漠然とし

た不安があることから、運用ルールの明確化が図られなければ、地方自治

体はその活用を躊躇する可能性がある。 

このため、住民に係る情報を含むデータの利活用について、個人情報の

保護と利活用のバランスに配慮した運用ルールを整備し、明確化を図るべ

きである。具体的には、活用しようとするデータが個人情報を含むデータ

に該当するのか否か、当該活用が個人情報の「目的内利用」に該当するの

か、目的外利用に該当するときに取るべき措置（データ活用に当たっての

個別同意の適切な取得方法、個人情報保護審議会への諮問・意見聴取等）、

広域自治体間等でデータを共有する場合の共有し得るデータの範囲等に

ついて、先進事例の取組状況や有識者の知見も踏まえて検討・整理するこ

とが必要である。 

また、地方自治体内の各部署・部局や広域自治体間等でのデータの収集・

共有や民間データの活用のためのプロセス、収集したデータへのアクセス

権限や活用権限、責任分担などデータの管理体制の在り方についても検

討・整理することが重要である。 

このため、地方自治体が円滑にデータを利活用するために必要となる 

内部規程や運用マニュアル等を整備する際の参考となる「庁内データ利活



41 
 

用運用ガイド（仮称）」を策定・提示すべきである。 

 

【具体的な推進方策】（★は新規施策） 

★地方自治体が保有する住民情報の取り扱いに係る運用ルールやデー

タの管理体制等の在り方を取りまとめた「庁内データ利活用運用ガイ

ド（仮称）」の整備、普及展開 

 

③ データを安心かつ適正に共有・活用するための共通基盤の確立 

地方自治体が各種業務により生成・取得したデータは業務システムごと

に管理されていることから、住民に係る情報を含むデータを分野・部局横

断的に有効活用を図るためには、各システムが管理するデータを抽出し、

共有・分析・活用するための共通基盤としてのプラットフォームを確立す

る必要がある。 

かかるプラットフォームについては、これまでは個別の地方自治体によ

る導入・活用から始まる場合が多かったが、将来的には広域自治体間ある

いは官民の連携によるデータ共有・活用を想定し、自前主義を脱却し、初

期段階から民間の提供するクラウドサービスを積極的に活用すべきであ

る（「クラウドファースト」の原則）。 

すなわち、既に IoT、AI、SNS 等に対応する機能を具備している民間の

クラウドサービスを活用することにより、地方自治体や地域内にとどまら

ず、住民や企業の活動範囲にマッチして、地域を越えて、データ利活用が

加速的に進むことが期待される。 

このため、平成 27 年 11 月に公表された「新たな自治体情報セキュリテ

ィの抜本的強化に向けて7」等も踏まえ、自治体の既存業務システムと連携

する際に民間のクラウドサービスが確保すべきセキュリティ水準・要件や

運用管理体制等の技術的対応、あるいは具体的な官民連携の在り方につい

                                                  
7 自治体情報システムの強靱性の向上策（自治体の情報システムにおける LGWAN 接続系とイン

ターネット接続系の分割の実施等）。 
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て検証・整理することが必要である。 

 

図表２－４－５ 

広範かつ多様なデータを共有・活用するための共通基盤(イメージ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な推進方策】（★は新規施策） 

★共通プラットフォームとしての民間クラウドサービスを活用する際

のセキュリティ水準・要件等の検証・整理 

 

④ 地方自治体職員等のノウハウ充実・意識醸成 

地方自治体におけるデータ利活用を推進するに当たっては、地方自治体

自身がデータの意義を理解し、データに基づく政策立案などデータ利活用

の必要性、有用性を認識するとともに、個人情報保護や情報セキュリティ

を担保したデータ利活用のスキルを習得することが重要である。 

このため、地方自治体においては、先進事例の取組についての理解や全

庁的なデータ利活用の意識醸成、必要なスキルの習得・向上のための研修

カリキュラム、上記の①～③の成果である汎用的モデルや先進的な優良事
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例、個人情報保護や情報セキュリティなど運用面・技術面での対応マニュ

アル等を盛り込んだ教材、分析ツールを開発することが必要である。また、

開発した教材や分析ツールを活用し、神戸市やサンフランシスコ市の「デ

ータアカデミー」に見られるとおり、各地域の課題や現場のニーズに即し

た実践型の研修やワークショップを全国的に展開していくことが重要で

ある。 

また、データ利活用は、庁内の特定の部局にとどまるものではないため、

全庁的な意識醸成・スキル向上が必要である。このため、誰でも受講でき

るオンライン講座の構築、利用を支援するとともに、研修等によりどのよ

うな成果が出たかを分かりやすくフィードバックする仕組みについても

検討すべきである。 

なお、整備・開発した教材やカリキュラム等の普及・展開に当たっては、

一般社団法人コード・フォー・ジャパンや一般社団法人オープン＆ビッグ

データ活用・地方創生推進機構（VLED）、など、地方自治体におけるデータ

利活用の推進に取り組む関係団体とも連携して進めていくことが必要で

ある。 

さらに、地域全体におけるデータ利活用に係る意識醸成・人材育成に向

けて、大学・研究機関や NPO 法人等とも連携し、住民向けのワークショッ

プや学生・社会人向けのデータアナリティクス講座等の提供を促進するこ

とも有効である。 

 

図表２－４－６ 

地方自治体職員等のノウハウ充実・意識醸成に向けた取組 
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【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

★地方自治体の職員等のデータ活用力・分析力を高める研修カリキュラ

ム・教材の開発及びこれらを活用した研修「データアカデミー（仮称）」

の全国展開 

★企業及び市民・学生向けデータ活用ワークショップの実施 

●地域情報化アドバイザーの活用 

 

⑤ 多様な連携・協働の推進 

地域におけるビッグデータ利活用に当たっては、民間企業、NPO 等の多

様な主体と連携・協働して、これらの主体のサービスやノウハウを活用す

ることが効率的・効果的である。 

このため、地域 IoT 実装推進タスクフォースの「ロードマップの実現に

向けた第一次提言」（平成 28 年 12 月）において検討すべきとされた「官

民連携の全国ネットワーク」を早急に立ち上げ、民間サービスの活用のた

めの地方自治体と民間企業等とのマッチングの場を設けるなど、地方自治

体と民間サービスとの連携を促進すべきである。加えて、地方自治体と民

間プラットフォームとの連携や、地域のデータ利活用を促進するネットワ

ークの整備に係る連携など、地方自治体と民間サービスの連携を積極的に

支援していくべきである。 

また、高度なデータ分析ができる民間 IT 人材等をフェロー／アドバイ

ザーとして地方自治体の要望に合わせて一定期間派遣する「コーポレート

フェローシップ」についても、マッチングの場等を通じて推進すべきであ

る。これにより、実際の現場において、地方自治体が抱える課題等を掘り

下げ、地方自治体職員とともにデータ分析を行い、解決策等を検討・提示

することが可能となる。 

さらに、一部の先進自治体で取組が進められているように、スタートア

ップ（起業家）や市民団体等と連携・協働し、これら主体のノウハウ等を
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活用して行政や地域の抱える課題を解決していく「シビックテック」の取

組を全国的に展開していくとともに、当該取組の担い手となるスタートア

ップ（起業家）の育成も支援すべきである。 

 

   【具体的な推進方策】（★は新規施策） 

★「官民連携の全国ネットワーク」による地方自治体と民間サービス事

業者やコーポレートフェロー派遣企業とのマッチング支援、地方自治

体と民間サービスの連携プロジェクトに対する支援 

★地域におけるスタートアップ（起業家）の育成支援 
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第３章 地域におけるシェアリングエコノミーの推進 

 

１．地域におけるシェアリングエコノミーの現状と環境変化 

(1) シェアリングエコノミー推進の背景及び意義 

「シェアリングエコノミー」とは、「個人等が保有する活用可能な遊休資

産等（スキルや時間等の無形なものを含む。）を、インターネット上のマッ

チングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化

活動」として捉えられる。シェアリングエコノミーは、ブロードバンドや携

帯電話網の普及により、個人がいつでもどこでもインターネットにアクセス

できる環境が整備され、個人等の資産（空間、モノ、カネ等）や能力（スキ

ル、知識等）の遊休状況がリアルタイムに共有できるようになったこと、ま

た、ソーシャルメディアの普及によりネットの相手方の信用度を推し量るこ

とが可能になったことを背景に、わが国でも多種多様なサービスが提供され

てきている。 

 

図表３－１－１ シェアリングエコノミーについて 
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シェアリングエコノミーの全世界の市場規模は、2013 年に約 150 億ドル

であったが、2025 年までに約 3,350 億ドルに拡大すると予測されている。

我が国でも、お金を必要な人がインターネット上で多数の人から小口資金を

募るクラウドファンディング、古民家・映画館・自治体の公共施設等の遊休

空間の活用を図るスペースシェア、地域の人との交流・体験機会をマッチン

グするサービスなど、新たなサービスが登場しつつあり、2014 年度に約 233

億円であった国内市場規模は、2018 年度までに 462 億円まで拡大すると予

測されている。 

 

図表３－１－２ シェアリングエコノミーの市場規模の予測 

（出典）内閣官房 IT 総合戦略室 シェアリングエコノミー検討会議「中間報告書」 
より抜粋 

 

地域活性化・地方創生との関係でもシェアリングエコノミーは、重要な意

義を有する。すなわち、シェアリングエコノミーは、ICT を活用して既存の

遊休資産等の効率的な活用を促すものであり、超少子高齢化により活用でき

る人的・財政的資源が減少しつつある自治体であっても、公共の遊休資産等

の有効活用により住民サービスの充実やにぎわいの創出、新たな行政収入の

確保、新たな観光資源の開発など、新たな地域振興の推進のための行政ツー
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ルになることが期待される。 

また、シェアリングエコノミーの普及を通じ、地域社会において課題を抱

えている人と支援を提供できる人が出会う仕組みを構築し、公共サービスを

補完・高付加価値化することは、地域における共助の仕組みの充実にもつな

がると期待される。 

こうしたメリットに着目し、公共サービスにシェアリングエコノミーの手

法を導入する自治体も増えてきており、平成 28 年 11 月には、秋田県湯沢

市、千葉県千葉市、静岡県浜松市、佐賀県多久市、長崎県島原市の 5市が「シ

ェアリングシティ宣言」を行い、シェアリングエコノミーの活用による行政

課題の解決に向けた取組を開始している。 

 

図表３－１－３ シェアリングシティ宣言を行う首長ら 

（平成 28 年 11 月 24 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）一般社団法人シェアリングエコノミー協会 ウェブサイトより抜粋 
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(2) 政府における対応 

このように、シェアリングエコノミーは経済成長や地域活性化の切り札と

して期待される一方で、諸外国と比較して我が国におけるシェアリングサー

ビスの認知度や利用意向は総じて低く、住民にとって身近な存在である地方

自治体の理解も進んでいないため、利用者への浸透が図りにくくなっている

のではないかとの指摘がある。 

 

図表３－１－４ シェアリングエコノミーの認知度等 

 

 

また、シェアリングエコノミーにおける個人間の一時的取引などが、従来

型の個別サービスの営業ごとに規定された現行法令（＝「業法」）に抵触す

るおそれがあることや、事故やトラブルに対する不安が、シェアリングエコ

ノミーの利活用を阻害する障壁となっているのではないかとの指摘もされ

ている。 
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図表３－１－５ シェアリングエコノミー普及の壁 

 

 

これらを受けて、政府では、内閣官房 IT 総合戦略室が平成 28 年 7 月から

11 月まで計 7 回に亘り「シェアリングエコノミー検討会議」（主査：安念潤

司・中央大学大学院法学研究科教授）を開催し、同年 11 月に同検討会議の

中間報告書（以下「中間報告書」という。）が取りまとめられた。この中で

は、「シェアリングエコノミーの発展を通じた我が国の諸課題の解決に向け、

シェアリングエコノミーを巡る課題を整理し、課題の解決に向けた取組を着

実に実施していくことが必要である。」とし、具体的には、以下の 4 点を取

り上げている。 

① 自主的ルールによるシェアリングエコノミーの安全性・信頼性の確保 

② グレーゾーン解消に向けた取組等 

③ シェアリングエコノミーの導入に係る先行的な参照モデルの構築 

④ 推進体制の整備 

このうち、①は、利用者の不安を低減するため、シェアリングエコノミー
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の安全性・信頼性を確保するために、事業者団体による自主的なルールの整

備を促すため、シェアリングエコノミー・モデルガイドライン等、自主的な

ルール作りを求めるものである。 

②は、既存業法との関係で適法なサービスであることを明確化し、大企業・

地方自治体との連携の進展を図るために、グレーゾーン解消に向けた企業実

証特例制度・グレーゾーン解消制度等を普及させる取組施策の方向性を示す

ものである。 

③は、シェアリングエコノミーのメリットを広く社会全体に浸透させるた

めの施策として、自治体とシェア事業者の連携実証や導入自治体のベストプ

ラクティス集の共有、シェアリングエコノミー伝道師の派遣等によるシェア

リングシティ構想の推進、またシンポジウムを開催する等、先行的な参照モ

デルを構築することが必要であるとした。 

そして、④として、IT 総合戦略室に「シェアリングエコノミー促進室」を

設置し（平成 29 年 1 月 1 日）、シェアリングエコノミー事業者や導入を検討

している自治体等からの法令適用・普及・展開に向けた相談の受付、総務省

をはじめとする関係府省等との調整、モデルガイドライン等の見直し促進、

シェアリングエコノミー推進プログラムの進捗の公表等を行うなど、政府を

挙げてシェアリングエコノミーの推進に向けた取組が進められている。 
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２．地域におけるシェアリングエコノミーの利活用に向けた推進方策 

以上のシェアリングエコノミー普及に向けた課題や中間報告書等を踏まえ、

シェアリングエコノミーの地域における利活用推進のために、総務省としては、

次の方策を実施していくべきである。 

 

① シェアリングエコノミーに対する理解醸成 

我が国におけるシェアリングエコノミーの認知度が低いことはすでに述

べたが、地方においてはこの傾向が顕著であるとの意見もあり、シェアリン

グエコノミーに対する住民や地方自治体職員への理解醸成が何にも増して

必要である。人口減や財政難という政策資源の制約が大きい地方部において

はシェアリングエコノミーの必要性は一層高いと考えられ、いかにしてシェ

アリングエコノミーの認知を高め、内容や事業の理解を広めるかが特に重要

である。 

すでに、山積する課題に危機感を持ち、先進的な課題解決手法の導入に、

スピード感を持って挑戦している意欲的な地方自治体がある一方で、必ずし

も意識の高くない地方自治体も多い。このような地方自治体間の格差をどの

ようにして埋めていくのかも、課題の一つである。 

このため、中間報告書においても提言されているとおり、導入自治体のベ

ストプラクティス集の共有やシェアリングエコノミー伝道師の派遣等によ

り、シェアリングエコノミーを含めた課題解決手法に関心を有する地方自治

体職員・首長や地域住民・団体に、シェアリングエコノミーをはじめとした

各種手法のノウハウや導入事例等の情報を提供できる仕組みを設けること

が適当である。 

具体的には、総務省では平成 20 年から地域における ICT 利活用の取組を

促進するため、ICT の知見・ノウハウ等を有する人材を「地域情報化アドバ

イザー」として、地方自治体等からの求めに応じて派遣しているところであ

るが、シェアリングエコノミーについてもこの制度の対象とし、シェアリン

グエコミーの活用を通じた地域づくりに関心を持つ自治体に対し、人材の派
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遣を行っていくべきである。 

また、こうした仕組みを活用して得られる、公共分野におけるシェアリン

グエコノミー活用事例については、総務省主催の「地域 ICT 利活用セミナー」

や総務省ウェブサイトなどで積極的に発信していくとともに、特に優れた事

例については、「ICT 地域活性化大賞」などの場において、当該取組を行う自

治体を表彰・認定したりするなどして、シェアリングエコノミーを利用した

ことのない住民や、必ずしも導入に積極的でない他の自治体の巻き込みを積

極的に行っていくべきである。 

さらに、シェアリングエコノミーは、サービスとして未だ草創期にあり、

事業者の多くはいわゆるベンチャー事業者であることが特徴の一つとして

あげられる。このため、既存のベンチャー支援を促進する枠組みを利用する

ことも有用であると考えられる。具体的には、総務省・情報通信研究機構が

共催する「起業家万博」の場を活用し、利用者や関係事業者に対してシェア

リングエコノミーの優良事例を訴求していくべきである。 

 

   【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

●地域情報化アドバイザーの活用 

●シェアリングエコノミーの優良事例の発掘・周知・展開 

●起業家万博の場を活用し、利用者や関係事業者に対してシェアリング

エコノミーの優良事例を訴求 

 

② 民間プラットフォームの活用・連携の推進 

急速に普及しつつあるシェアリングエコノミーは、多種多様な分野・サー

ビスが登場しているが、どの事業者にも共通した点として「ICT を活用した

プラットフォームを整備している」ことがいえる。 

他方、シェアリングエコノミーを地域課題解決に利用したいと考える地方

自治体側には必ずしも十分な知見がないため、地域や課題の種類によってど

ういったプラットフォームを活用するのが適切なのかわからず、必ずしも適
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当でないプラットフォームを選択してしまったり、自らプラットフォームを

整備して二重の投資となってしまう危険性もあると考えられる。 

こうしたミスマッチを解消するため、「官民連携の全国ネットワーク」に

おいて、シェアリングエコノミーサービスの利用を望む地方自治体と、プラ

ットフォームを提供するシェア事業者とのマッチングの場を設け、地方自治

体と民間企業等とが連携・協働して、民間プラットフォームを活用しやすく

なる環境を整えるべきである。 

 

   【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

★「官民連携の全国ネットワーク」による地方自治体と民間プラットフ

ォームを提供するシェア事業者とのマッチング支援 

 

③ シェアリングエコノミーの事業環境の整備 

いわゆる「業法」は、一般的には消費者の安全を確保するために、事業者

が守るべき一定の基準等を示したものであることが多い。そのため、既存業

法上適法か否かは、消費者がシェアサービスを利用する際の大きな判断材料

となる。 

したがって、中間報告書でも指摘のあったとおり、シェア事業者はできる

限り提供サービスが適法であることを明示することが重要であり、国として

も、適法であることが明示された事業者の提供するサービスについて、地方

自治体が活用することを推奨するなど、その活動を後押しするべきである。 

また、規制改革推進会議等で、既存業法における規制を含む制度の在り方

について、消費者の利便性向上、安全性の確保、外部不経済、国際競争力の

強化等に留意しつつ、幅広く議論を行っていくことが必要であると考えられ

る。 

この際、総務省としては、シェアリングエコノミー事業者が、ICT を活用

して人と人、資源、サービスなどを効率的・効果的に結びつけ、地域課題解

決の担い手になり得ることに鑑み、その活動が従来の業法や規制によって萎
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縮することのないよう議論をリードするべきである。 

 

   【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

●既存業法における規制を含む制度の在り方についての政府全体での

検討への参画 

 

④ シェアリングエコノミーに係るルールの明確化 

地方におけるシェアリングサービスの普及に際して考えられる課題は

様々あるが、実際に導入してみないとわからない問題点も多いものと考えら

れる。そのため、シェアリングサービスへの住民の不安を払しょくし、普及

を進めるため、実験的にシェアリングサービスを導入し、サービス提供の壁

となる各地方自治体独自の条例や規則等を洗い出すとともに、シェアリング

サービスのメリットや安全性・信頼性を地域住民や地方自治体職員等に体感

できる、いわば「見える化」を行うことが、地域におけるシェアリングサー

ビス普及の過程では重要であると考えられる。 

中間報告書においても、こうした課題を解決するため「自治体とシェア事

業者の連携実証による参照モデルの構築」が謳われている。これを踏まえ、

総務省においても、平成 28 年度補正予算事業である「IoT サービス創出支

援事業」において、対象分野にシェアリングエコノミーを追加し、公募によ

る実証を通じ、必要なルール等の整備を支援することとしており、本年 2月

に 5 件のシェアリングエコノミー関係のプロジェクトを採択候補先として

決定したところである。 

同事業は、平成 29 年度予算においても引き続き実施される予定であり8、

自治体との連携によるルール等の整備などシェアリングエコノミーに係る

課題の解決に資するような参照モデルを構築し、前述の ICT 地域活性化大

賞、ICT 利活用事例集、地域 ICT 利活用セミナーも活用しつつ、ベストプラ

クティスとしての迅速な横展開を図っていくべきである。 

                                                  
8 3 月 24 日現在、平成 29 年度予算案は国会審議中 
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図表３－２－１ 自治体との連携によるルール・ガイドライン等の整備支援 

   

   【具体的な推進方策】（★は新規施策、●は既存施策の拡充・強化） 

●IoT サービス創出支援事業によるルールの整備等 

●ベストプラクティス事例の横展開 
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第４章 更なる検討事項 

 

地域 IoT 実装推進タスクフォースでは、これまでの ICT/IoT の利活用に関

する実証等の成果の横展開を強力、かつ、迅速に推進し、2020 年度までの地

域における IoT 実装を目指し、その課題と推進方策について議論が進められ

てきた。 

平成 28 年 12 月には、地域実装を総合的・計画的・戦略的に進めるための

「地域 IoT 実装推進ロードマップ」が取りまとめられるとともに、ロードマッ

プと両輪をなす「具体的推進方策」を社会に提示し、これを強い実行力を持っ

て推進するための「ロードマップの実現に向けた第一次提言」が取りまとめら

れたところである。 

「ロードマップの実現に向けた第一次提言」においては、ロードマップを円

滑に実施するための基盤である「地域における自律的実装」、「ICT 人材の確保」、

「地域資源の有効活用」の在り方等について検討を加速させ、速やかに具体化

を図るとともに、新たな取組について継続的に検討することが不可欠であるた

め、「フォローアップ」として、状況に応じて、ロードマップの改訂及び目標

の達成に向けた施策の改善を図っていくべきとされたところである。 

このうち、「ICT 人材の確保」及び「地域資源の有効活用」については、それ

ぞれ人材・リテラシー分科会、地域資源活用分科会において議論が行われ、報

告が取りまとめられるところであり、また、「地域における自律的実装」、「フ

ォローアップ」については、タスクフォース本体において議論が行われている

ところであるが、地域資源活用分科会の議論の内容については、以下のとおり、

「地域資源の有効活用」のみにとどまらず、タスクフォース全体の議論に反映

させていくことが必要である。 

 

① 地域 IoT 実装推進ロードマップへの反映 

地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用やシェアリングエコノ

ミーといった新たな地域資源の活用は、これまで提示してきたとおり、新サ
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ービス・新ビジネスの創出や、行政の高度化・新たな行政サービスの実現を

果たすものであり、地域経済活性化や地域課題の解決に大きく貢献するもの

であることから、これを全国の各地域の隅々に波及させていくことが適当で

ある。 

したがって、この地域におけるオープンデータ・ビッグデータ利活用やシ

ェアリングエコノミーについて、「地域 IoT 実装推進ロードマップ」に追加

し、その実装を強力に推進すべきである。 

具体的には、「地域 IoT 実装推進ロードマップ」の改訂に当たり、地域の

生活に身近な分野として「官民協働サービス」分野を追加した上で、オープ

ンデータ利活用、ビッグデータ利活用、シェアリングエコノミーを「地域 IoT

分野別モデル」として位置づけるとともに、2020 年度までの具体的な工程表

を策定し、その進捗をフォローアップしていくことが適当である。 

 

② 地域資源活用を支える新たなファンディング手法の活用 

地方自治体が、地域において、オープンデータ・ビッグデータ利活用やシ

ェアリングエコノミーなどの地域資源の活用を継続的に実施するには、地域

により自律的に運営できる環境を整備していく必要がある。 

   地域における自律的・持続的な運営や地域の中小・ベンチャー企業の活力   

を引き出す仕組みとして、地域金融機関の活用が考えられるが、このほか、

地域のポテンシャルを引き出す新たなファンディング手法が登場しつつあ

る。 

具体的には、 

・ 小規模な事業者や個人が、ビジネスプロジェクトやアイデアをインタ

ーネット上で提示し、それに対し不特定多数の投資家から出資を募る

「クラウドファンディング」や、 

・ 従来行政が行ってきた社会政策を NPO 等の主体が民間投資家からの出

資を得た資金で実施し、定量的評価を行った上、成果が上がったと認め

られれば行政が投資家にプレミアムをつけて償還する「ソーシャルイン
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パクトボンド」 

  などの取組が萌芽しつつあるところである。 

こうした新たな手法も念頭に置きながら、例えば、地方自治体と資金提供

者をマッチングする場を設けるなど、地域の自律的な運営を支える新たなフ

ァンディング手法等の活用を促進すべきである。 

また、地域 IoT の実装に係る民間手法の導入モデルを整理し、その活用を

促していくべきである。 

この点について、タスクフォース本体においても、「地域における自律的

実装」の在り方として、新たなファンディング手法について検討が進められ

ているところであり、ここで挙げた新たなファンディング手法及びその活用

方策については、タスクフォース本体において、更に検討を深めていくべき

である。 

 

 




